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r7物価_1_2

-                     
令和７年度既配分額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

78,962                                      13,340                   

-                     16,880                                      13,340                   

-                     16,740                                      

-                     

69,201              
今回配分予定額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

33,620              33,620                                      

9,475               8,063                                       

-                     1,412                                       

69,201              
配分予定額計

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

33,620              
小計　配分予定額計
（R7予備費分）

9,475               9,475                                       

-                     -                                             

112,296            -                                             

-                     -                                             

122,057                                    -                           

112,296            移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  254,071  248,271  69,201  165,950  13,120  -  - 5,800 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
給付金・定額減税一体支援
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  179,070  179,070  -  165,950  13,120  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　2915世帯×30千円、子ども加
算　500人×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対
象者　7000人　(170000千円）　　のうちR7計画分
事務費　13120千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2915世帯）、定額減税を補足す
る給付（うち不足額給付）の対象者数（7000人）

－ ○ － R7.3 R7.9
対象世帯に対して令和7年8月までに支給
を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

5 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
私鉄バス運行経費助成金事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 10,000  7,000  7,000  3,000

①④人件費の高騰、物価高の影響を受け、経営難にある西鉄バス佐
谷～福岡空港線に赤字補填分の助成を行うことで廃止を防ぎ、地域
公共交通を維持確保に努める。
②③私鉄バス運行経費助成金
佐谷～新生区間令和7年度赤字予想額
区間経費15,625千円-区間収入6,223千円＝9,402千円
助成金額予算10,000千円－R6年度までの助成金額3,000千円＝7,000
千円
※その他（Ｃ）3,000千円は、物価高騰前から毎年赤字補填分として計
上しているため、対象外経費としている。

○ － － R7.4 R8.3 R8.3月までに赤字補填分を助成 ホームページ、広報誌等
運輸交通・物流・観
光事業者 R7当初（地）

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 地域公共交通支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 1,900  1,900  1,900

①④燃料費、人件費の高騰により、人員の確保又車両改修等が困難
となっている地域公共交通（タクシー会社）に対し、人員確保のための
補助金とバリアフリー等の車両改修のための補助金を交付し、支援を
行うことで地域公共交通の維持確保に努める。
②③
運転手確保補助金（免許取得200千円+認定講習50千円）×2人＝500
千円
ユニバーザルデザインタクシー補助金300千円×3社＝900千円
先進技術導入支援補助金100千円×5台＝500千円

－ － － R7.4 R8.3 3社に対し補助 ホームページ、広報誌等
運輸交通・物流・観
光事業者 R7当初（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 地球温暖化対策支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

 4,470  4,470  4,470

①④町内事業者又は町民に対して、ゼロカーボン事業者セミナーや
町民向け省エネ対策イベントをを行ない、省エネへの意識向上を図る
ことで、経費、支出抑制に繋がり、生活者等の利便性向上を図ること
で、物価高騰対策を行う。
②③地球温暖化対策支援業務委託料4,470千円

－ － － R7.4 R8.3
事業者セミナー2回開催
町民向けイベント2回開催

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R7当初（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 町内照明灯LED化事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

町内会ガ管理（支払い・球替え）する照
明灯をＬＥＤに換えることで、経費・球替
えの費用を抑えることができ、物価高騰
による利用者への価格転嫁を防ぐこと
ができる。

 25,975  25,975  25,975

①④町内に設置している照明灯は20行政区の町内会が管理してお
り、支払い・球替えは、行政区・各組合において行っている。今回、照
明灯のLED化を行い、電気代を下げることで、管理を行う町内会及び
組合への負担軽減、物価高騰による利用者への価格転嫁を防ぐこと
ができ、物価高騰対策を図ることができる。
②③調査業務委託料13,475千円、修繕料（臨時対応分）2,500千円、
工事請負費（一括発注分）10,000千円＝25,975千円

－ － － R7.4 R8.3
町内会、組合が管理する照明灯のLED化
100％

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R7当初（地）

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
文化会館ガラスフィルム設置
改修事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

ガラスフィルムを新たに設置することに
より、冷暖房効果を高めて光熱水費を
抑制することにより、利用者への使用料
等の価格転嫁を防ぐことができるため。

 5,905  5,905  5,905

①④須恵町文化会館は、須恵町の中央公民館であり、555人収容の
大ホールを備えている。大ホールは令和6年度については年間78回稼
働し、年間利用者は20,098人で、町民の文化芸術を育む場として機能
している。現在、物価高騰が続く中で、文化会館の電気代も一昨年度
と昨年度を比較すると約１．６倍上昇しており、使用料を改定する等の
財源確保が課題となっている。使用料を改定した場合は、町民の入場
料への価格転嫁が懸念される。今回、文化会館のカーテンウォールに
ガラスフィルムを新たに設置することにより、冷暖房効果を高め消費
電力を抑えることで、町民・利用者への使用料等の価格転嫁を防ぎ、
物価高騰対策を図ることができる。
②③文化会館ガラスフィルム設置改修工事　5,905千円

－ － － R7.6 R7.9
R7.8月までにガラスフィルム設置完了
利用者への価格転嫁0円

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R7当初（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 帯状疱疹予防接種事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

 8,000  8,000  8,000

①④物価高騰が続く中で、生活の不安や節約を強いられることに関す
る葛藤などのストレスを抱える満50歳以上（定期予防接種対象者は対
象外）の住民に対し、免疫力低下で発症する可能性がある帯状疱疹
を予防するためのワクチン接種費用にかかる一部の助成を行うこと
で、罹患した場合の重症化による身体的、経済的負担軽減を図る。
②③帯状疱疹予防接種業務委託料（任意接種分）
10千円（助成上限額※）×400人×2回＝8,000千円

－ ○ － R7.4 R8.3 対象者の3％が接種 ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R7当初（地）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
プレミアム付商品券発行事業
（増加分）

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

 4,000  1,200  1,200  2,800

①④例年プレミアム商品券発行事業を商工会を通じて行っているが、
応募者が商品券発行数を上回り、プレミアムの恩恵を受けれない町
民がいる。今回、交付金を活用し、発行額35,000千円分から50,000千
円分に増やし希望する町民全員が商品券を購入できるようにし、物価
高騰の中での生活支援を行う。
②③プレミアム付き商品券発行事業補助金（増額分）
今回増額分15,000千円×プレミアム率15％×町負担割合＝1,200千
円
※その他（Ｃ）2,800千円は、毎年行っている商品券事業のため、対象
外経費としている。

－ － － R7.4 R8.3 希望者の当選率100％ ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない R7補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 小学校給食補助事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 14,751  14,751  14,751

①④物価高騰が続く状況下において、商材費等の物価高騰の影響を
受ける須恵町内の小学校給食用物資に、保護者負担を増やすことな
く、栄養のバランスや量を保ち、質の良い学校給食の安定的な供給を
図るため、各小学校に給食材料費の昨年度からの上昇額分を補助金
として交付する。（教職員等を除く。）
②③
（内訳）
・第一小学校　補助額40円×709食分×183日分≒5,190千円
・第二小学校　補助額40円×768食分×183日分≒5,622千円
・第三小学校　補助額40円×538食分×183日分≒3,939千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※合計14,751千円

○ － － R7.4 R8.3 交付率100％ ホームページ、広報誌等 給食 R7補正（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

総務課担当部局課名 69,201                                                

40344

【40_福岡県】

40344_福岡県須恵町

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

092-932-1152

地
方
単
独
事
業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

Ｂ

都道府県・市町村コード（５桁）

Ｃ

小計　交付限度額③

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（今回追加分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和●年●月通知分）

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

田原　博明

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費担当者氏名

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

国
の
予
算
年
度

備考3

135,397                                                                                                 

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

自治体での予算区分

（単位：千円）

165,950                                              

zaisei@town.sue.lg.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計

今回配分予定額（配分予定額計）
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分

※事務連絡は該当団体のみに通知

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
配分予定額計

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

備考2

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分
にかかる交付対象経費 -                                                       

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分
交付限度額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年●月●日通知分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費 -                                                       

小計　交付限度額（R7予備費分）

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

-                            

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策分）

-                            

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

-                            
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

-                            

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額④
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13,120                                                

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

交付限度額計

基金
事業
始期

事業
終期

総務省

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）
特定事業者等

支援

-                                                       

個人を対象と
した給付金等

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる


